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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

２ 【事業の内容】 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内

容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。   

  

回次 
第67期 

第３四半期 
連結累計期間 

第68期 
第３四半期 
連結累計期間 

第67期 

会計期間 
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日 
至 平成28年12月31日 

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 45,732 42,620 78,350 

経常利益 (百万円) 2,767 3,047 6,261 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(百万円) 2,470 2,874 5,682 

四半期包括利益又は 
包括利益 

(百万円) 2,580 3,090 4,754 

純資産額 (百万円) 19,057 23,635 21,231 

総資産額 (百万円) 56,334 65,763 57,544 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 61.21 71.20 140.78 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 33.8 35.9 36.9 
 

回次 
第67期 

第３四半期 
連結会計期間 

第68期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成27年10月１日
至  平成27年12月31日

自  平成28年10月１日 
至  平成28年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 35.14 38.21 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期連結累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。  

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 経営成績の分析 

当社グループの建設事業および舗装資材製造販売事業におきましては、第１四半期から第３四半期に比べ、第４

四半期の売上が占める割合が相対的に高く、一方、事業運営にかかる費用については年間を通じて恒常的に発生す

ることから、当社グループの売上および損益の状況は季節的に大きく変動いたします。 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府・日本銀行による各種政策の効果もあり、全体としては

緩やかな回復基調を辿ったものの、英国のＥＵ離脱問題や米国大統領選挙の影響により、金融市場が不安定な動き

を見せるなど、先行き不透明感の強まる展開となりました。 

道路建設業界におきましては、公共投資、民間建設投資とも堅調に推移いたしましたが、舗装用資材であるアス

ファルト合材の需要低迷に加え、原油価格の変動により原材料価格が上昇傾向を示すなど、依然として予断を許さ

ない事業環境となりました。 

このような状況のなか、当社グループでは、計画最終年度となる「中期３ヶ年経営計画」（平成26年４月１日～

平成29年３月31日）に基づき、引き続き、収益の源泉となる工事受注の確保や舗装用資材の販売促進に全力を挙げ

て取り組むとともに、数年先、そしてその先の将来においてもステークホルダーの皆様から「選ばれ続ける企業

へ」の変貌を目指し、「成長基盤の構築に向けた事業構造の改革と経営基盤のさらなる強化」を推し進めてまいり

ました。 

当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、国土交通省より受けた営業停止処分の影響等による工事受注

の減少はありましたが、損益面においては、各施策の効果もあり増益を確保し、受注高（製品売上高および不動産

事業等売上高を含む）は557億86百万円（前年同期比1.8％減）、売上高は426億20百万円（前年同期比6.8％減）、

経常利益は30億47百万円（前年同期比10.1％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は28億74百万円（前年同期

比16.3％増）、また、当第３四半期末における第４四半期以降への繰越工事高は412億55百万円（前年同期比8.4％

増）となりました。 

  

 (注) 当社は東日本高速道路株式会社東北支社および東日本高速道路株式会社関東支社が発注する東日本大震災に

係る舗装災害復旧工事の入札に関し、独占禁止法に違反する行為があったとして、公正取引委員会から排除

措置命令を受けたことに伴い、平成28年11月17日、国土交通省より「全国における舗装工事業に関する営業

のうち、公共工事に係るもの」について、45日間（平成28年12月２日～平成29年１月15日）の営業停止処分

を受けました。 
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セグメントの業績を示すと、次の通りであります。 

なお、完成工事高、売上高および営業利益（セグメント利益）についてはセグメント間の内部取引高等を含めた

調整前の金額をそれぞれ記載しております。 

  

 「建設事業」 

建設事業につきましては、受注高は413億69百万円（前年同期比2.0％減）、完成工事高は282億３百万円（前

年同期比9.4％減）、営業利益は17億23百万円（前年同期比10.4％増）となりました。 

 「舗装資材製造販売事業」 

舗装資材製造販売事業につきましては、売上高は211億95百万円（前年同期比5.8％増）、営業利益は30億70百

万円（前年同期比10.0％増）となりました。 

 「その他」 

その他不動産事業等につきましては、売上高は４億72百万円（前年同期比7.9％増）、営業利益は93百万円

（前年同期比33.7％増）となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

「資産の状況」 

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末と比較し82億19百万円増加の657億63百万円と

なりました。未成工事支出金が増加したことなどにより流動資産は49億16百万円の増加となり、また、事業用不

動産の取得やアスファルトプラントの更新などにより固定資産は33億３百万円の増加となりました。 

「負債の状況」 

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末と比較し58億15百万円増加の421億28百万円と

なりました。流動負債は、未成工事受入金が増加したことなどにより37億２百万円の増加となり、また、長期借

入金が増加したことなどにより固定負債は21億12百万円の増加となりました。 

「純資産の状況」 

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は、期末配当金の支払により６億86百万円減少いたしましたが、親

会社株主に帰属する四半期純利益28億74百万円の計上や退職給付に係る調整累計額の変動などにより、前連結会

計年度末と比較し24億３百万円増加の236億35百万円となりました。 

  

(3) 事業上および財務上の対処すべき課題 

当社グループは「（5）経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し」に記載のとおり先

行き予断を許さない事業環境におかれており、このような状況に対処すべく当社およびグループ各社では、従前よ

り収益力の向上と財務体質の強化に全社を挙げて取り組んでおります。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更

および新たに生じた課題はありません。 
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(4) 研究開発活動 

近年、道路建設事業を取り巻く環境は大きく変化しており、環境保全に対する関心の高まりや公共工事の入札制

度改革などにより、企業の技術力や提案力が工事受注、製品販売に与える影響は、今後ともますます大きくなる状

況にあります。     

このような状況のなか、当社におきましては、環境への配慮や安全確保、コストの縮減など、社会のニーズが高

まっているテーマを中心に研究開発を行なうとともに、高品質、高付加価値の施工、商品の提供に努めておりま

す。 

なお、当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、２億42百万円となりました。 

  

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し 

道路建設業界におきましては、防災・減災事業や東京オリンピック・パラリンピック開催に向けたインフラ整備

等により、ここ数年は底堅い需要が見込まれておりますが、一方では、資機材や技能労働者等の需給逼迫、建設コ

ストの上昇をはじめ多くの懸念材料が存在しており、また、国・地方の財政状況等から長期的には公共事業費の漸

減傾向が想定されるなか、将来にわたり、安定的・継続的に収益を確保していくためには、事業環境の変化に対す

る十分な備えと迅速かつ的確な対応が必要不可欠であると認識しております。 

このような状況のなか、当社グループでは、引き続き「中期３ヶ年経営計画」に基づき、これまで実行してきた

収益力の向上と財務体質改善に向けた取り組みをさらに深化させるとともに、「成長基盤の構築に向けた事業構造

の改革と経営基盤のさらなる強化」に努め、ステークホルダーの皆様から「選ばれ続ける企業へ」の変革を推し進

めてまいります。 

また、安全・品質の確保や環境保全、コンプライアンスに対する取り組みをより一層強化するなど、「豊かな地

域社会づくりに貢献する生活基盤創造企業」としての責務を誠実に果たし、社会からの信頼に応え、企業価値の向

上に邁進してまいる所存であります。 

なお、当社は東日本高速道路株式会社東北支社および東日本高速道路株式会社関東支社が発注する東日本大震災

に係る舗装災害復旧工事の入札に関し、独占禁止法に違反する行為があったとして、公正取引委員会から排除措置

命令を受けたことに伴い、平成28年11月17日、国土交通省より「全国における舗装工事業に関する営業のうち、公

共工事に係るもの」について、45日間（平成28年12月２日～平成29年１月15日）の営業停止処分を受けました。第

２四半期において公正取引委員会による立入検査を受けた件を含め、関係者の皆様には、多大なご心配とご迷惑を

おかけいたしておりますことを深くお詫び申し上げます。当社といたしましてはこのような事態となりましたこと

を厳粛に受け止め、継続中の調査につきましては引き続き全面的に協力するとともに、違法行為の徹底排除に向け

違反行為の再発防止はもとよりコンプライアンス体制のさらなる強化に全社を挙げて取り組み、皆様からの信頼の

回復に努めてまいります。 

その他、当社グループの経営成績は、経済情勢や資材価格、金利の動向等により変動する可能性があり、業績に

影響を与える可能性のある事項の詳細につきましては、第67期有価証券報告書（平成28年６月23日提出）第一部

第２「４ 事業等のリスク」に記載のとおりであります。 

  

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループでは、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めておりま

す。 

数年先、さらにその先における建設需要の動向を見据えると、資源価格変動リスクの増大など様々な要因と相俟

って、今後とも予断を許さない経営環境が続くものと予想されます。このような状況を踏まえ、当社グループで

は、将来にわたって生き残りを図るため、さらなる収益構造の改善と財務基盤の強化に向け、各施策に取り組んで

まいる所存であります。 

  

なお、文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり

ます。 

  

「第２ 事業の状況」における売上高等の金額には、消費税等は含まれておりません。  
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

② 【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 150,000,000 

計 150,000,000 
 

種類 
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株)  
(平成28年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成29年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 40,414,407 40,414,407 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

単元株式数は100株であり
ます。 

計 40,414,407 40,414,407 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高 
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成28年12月31日 ― 40,414,407 ― 2,000 ― 500 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日である平成28年９月30日現在で記載しております。 

① 【発行済株式】 

平成28年９月30日現在 

(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式68株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成28年９月30日現在 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 47,500
 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

40,316,100 
403,161 ― 

単元未満株式 普通株式 50,807
 

― ― 

発行済株式総数 40,414,407 ― ― 

総株主の議決権 ― 403,161 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
世紀東急工業株式会社 

東京都港区芝公園 
２―９―３ 

47,500 ― 47,500 0.12 

計 ― 47,500 ― 47,500 0.12 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。  

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。  
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金預金 8,482 12,205 

    受取手形・完成工事未収入金等 20,789 12,083 

    未成工事支出金 7,615 17,477 

    材料貯蔵品 280 298 

    繰延税金資産 1,008 1,138 

    その他 3,061 2,958 

    貸倒引当金 △3 △12 

    流動資産合計 41,232 46,148 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物・構築物 6,868 7,021 

      機械、運搬具及び工具器具備品 16,179 16,507 

      土地 10,767 14,042 

      建設仮勘定 3 150 

      減価償却累計額 △18,559 △18,949 

      有形固定資産合計 15,260 18,772 

    無形固定資産 109 118 

    投資その他の資産     

      その他 ※１  1,621 ※１  724 

      貸倒引当金 ※１  △679 ※１  △0 

      投資その他の資産合計 941 724 

    固定資産合計 16,311 19,615 

  資産合計 57,544 65,763 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形・工事未払金等 20,209 ※２  19,184 

    短期借入金 1,008 1,103 

    未払法人税等 645 34 

    未成工事受入金 4,571 10,935 

    完成工事補償引当金 72 63 

    工事損失引当金 244 278 

    賞与引当金 1,132 571 

    その他 1,476 892 

    流動負債合計 29,361 33,063 

  固定負債     

    長期借入金 1,500 4,000 

    退職給付に係る負債 5,031 4,643 

    その他 420 421 

    固定負債合計 6,952 9,064 

  負債合計 36,313 42,128 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 2,000 2,000 

    資本剰余金 500 500 

    利益剰余金 20,426 22,614 

    自己株式 △23 △23 

    株主資本合計 22,903 25,090 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 12 27 

    退職給付に係る調整累計額 △1,684 △1,482 

    その他の包括利益累計額合計 △1,671 △1,455 

  純資産合計 21,231 23,635 

負債純資産合計 57,544 65,763 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 45,732 42,620 

売上原価 40,077 36,460 

売上総利益 5,654 6,159 

販売費及び一般管理費 2,865 3,033 

営業利益 2,788 3,126 

営業外収益     

  受取配当金 2 2 

  受取賃貸料 15 15 

  保険解約返戻金 - 7 

  雑収入 11 9 

  営業外収益合計 29 34 

営業外費用     

  支払利息 22 13 

  支払保証料 12 17 

  シンジケートローン組成費用 - 65 

  雑支出 16 17 

  営業外費用合計 51 113 

経常利益 2,767 3,047 

特別利益     

  固定資産売却益 1 81 

  負ののれん発生益 5 - 

  受取補償金 30 - 

  特別利益合計 37 81 

特別損失     

  固定資産売却損 0 0 

  固定資産除却損 11 13 

  特別損失合計 11 13 

税金等調整前四半期純利益 2,792 3,116 

法人税、住民税及び事業税 321 242 

四半期純利益 2,470 2,874 

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,470 2,874 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 2,470 2,874 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 4 15 

  退職給付に係る調整額 105 201 

  その他の包括利益合計 109 216 

四半期包括利益 2,580 3,090 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 2,580 3,090 

  非支配株主に係る四半期包括利益 - - 
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【注記事項】 

(追加情報) 

  

(四半期連結貸借対照表関係) 

※１  債権の全額に貸倒引当金を設定している「破産更生債権等」については、当該貸倒引当金を債権から直接減額し

ております。 

  

※２  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当

第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、四半期連

結会計期間末残高に含まれております。 

  

(四半期連結損益計算書関係) 

前第３四半期連結累計期間（自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日） 

当社グループの売上高は、通常の営業の形態として下半期、特に第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合

が高く、業績の季節的変動が顕著であります。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

  

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。 
 

  
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

  824百万円 824百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

支払手形 ―百万円 37百万円 
 

  
前第３四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年12月31日) 

減価償却費 751百万円 745百万円 
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(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の 

末日後となるもの 

    該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の 

末日後となるもの 

    該当事項はありません。 

  

 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 605 15 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 686 17 平成28年３月31日 平成28年６月24日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日) 

  報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

(単位：百万円） 

(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んでおります。 

(注)２  セグメント利益の調整額の主なものは、各事業セグメントに帰属しない本社管理部門等の一般管理費△1,621百

万円であります。 

(注)３  セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日) 

  報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

(単位：百万円） 

(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んでおります。 

(注)２  セグメント利益の調整額の主なものは、各事業セグメントに帰属しない本社管理部門等の一般管理費△1,758百

万円であります。 

(注)３  セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  報告セグメント     
四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

  建設事業 
舗装資材 
製造販売 
事業 

計 
その他 
（注）１ 

調整額 
（注）２ 

売上高             

  (1) 外部顧客に 
      対する売上高 

31,131 14,537 45,668 63 ― 45,732 

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高 

― 5,502 5,502 374 △5,877 ― 

計 31,131 20,040 51,171 438 △5,877 45,732 

セグメント利益 1,560 2,791 4,351 69 △1,632 2,788 
 

  報告セグメント     
四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

  建設事業 
舗装資材 
製造販売 
事業 

計 
その他 
（注）１ 

調整額 
（注）２ 

売上高             

  (1) 外部顧客に 
      対する売上高 

28,203 14,333 42,536 83 ― 42,620 

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高 

― 6,861 6,861 389 △7,251 ― 

計 28,203 21,195 49,398 472 △7,251 42,620 

セグメント利益 1,723 3,070 4,793 93 △1,761 3,126 
 

― 15 ―



(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
(重要な後発事象) 

   該当事項はありません。 

  

  

２ 【その他】 

 該当事項はありません。 

  

 

項目 
前第３四半期連結累計期間
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年12月31日) 

    １株当たり四半期純利益金額 61.21円 71.20円 

  (算定上の基礎)     

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 2,470 2,874 

    普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

    普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純利益金額 (百万円) 

2,470 2,874 

    普通株式の期中平均株式数(千株) 40,367 40,366 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

 平成29年２月10日

世紀東急工業株式会社 

   取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている世紀東急工業株

式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から

平成28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、世紀東急工業株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  川 井 克 之  印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  松 尾 浩 明  印 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 





【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成29年２月10日 

【会社名】 世紀東急工業株式会社 

【英訳名】 SEIKITOKYU KOGYO CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長 佐 藤 俊 昭 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし 

【本店の所在の場所】 東京都港区芝公園二丁目９番３号 

【縦覧に供する場所】 世紀東急工業株式会社 北関東支店 

 (さいたま市浦和区高砂二丁目１番１号) 

世紀東急工業株式会社 東関東支店 

 (千葉市中央区本町二丁目１番16号) 

世紀東急工業株式会社 横浜支店 

 (横浜市都筑区荏田南三丁目１番31号) 

世紀東急工業株式会社 名古屋支店 

 （名古屋市千種区今池五丁目24番32号） 

世紀東急工業株式会社 関西支店 

 （大阪市北区野崎町７番８号） 

株式会社東京証券取引所 

 （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長佐藤俊昭は、当社の第68期第３四半期（自 平成28年10月１日  至 平成28年12月31日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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